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11 月は「過労死等防止啓発月間」です 

～過労死等防止対策推進シンポジウムや過重労働解消キャンペーンなどを実施します～ 

 

過労死等を防止することの重要性について国民の自覚を促し、関心と理解を深めるた

め、過労死等防止対策推進法に基づき、毎年11月を「過労死等防止啓発月間」とすること

が定められており、国や地方公共団体において様々な取組を行っております。 

月間初日の11月１日には「過労死等防止対策推進シンポジウム」（厚生労働省委託事

業）が静岡市内で開催されるほか、静岡労働局（局長 石丸
いしまる

 哲
てつ

治
はる

）では、同月間中に

「過重労働解消キャンペーン」として、長時間労働の是正や賃金不払残業などの解消に向

けた重点的な監督指導や、一般の方からの労働に関する相談を無料で受け付ける「過重労

働解消相談ダイヤル」などの取組を行います。 

 

「過労死等」とは・・・業務における過重な負荷による脳血管疾患もしくは心臓疾患を原因とする死亡、

もしくは業務における強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による 

死亡またはこれらの脳血管疾患、心臓疾患、精神障害をいいます。 

 

「過労死等防止啓発月間」の取組について（概要） 

１ 「過労死等防止対策推進シンポジウム」の開催 

   過労死等の防止のための活動を行う民間団体と連携して、47都道府県で計48回、シンポジウ

ムを開催します。 

静岡県内の会場は、次のとおりです。（事前申込制、参加無料） 

 

〇 日時：令和４年11月１日（火）13：30～16：30（受付 13：00～） 

〇 会場：静岡市民文化会館（大会議室）（静岡市葵区駿府町２番90号） 

〇 プログラム：【講演】 

・「職場におけるメンタルヘルス不調者の復職支援の取組みについて～産業医の立場から～」 

足立 留美子 氏 

・「職場復帰支援（リワーク支援）の実際について」         浅井 孝一郎 氏 

     

  ※ [参加申込方法] 事前に下記ホームページあるいはファックスにてお申し込みください。 

Ｗｅｂ https://www.p-unique.co.jp/karoushiboushisympo 

   Ｆａｘ 052-915-1523 

 

【照会先】 

静岡労働局 労働基準部 監督課 

監 督 課 長  松本 政浩 

主任監察監督官  森 正樹 

電話 054(254)6352 

静岡労働局 

https://www.p-unique.co.jp/karoushiboushisympo


２ 「過重労働解消キャンペーン」の実施 

 

①労使の主体的な取組を促します 

キャンペーンの実施に先立ち、静岡県内の使用者団体や労働組合等に対し、協力要請

を行います。 

    要請先は、一般社団法人静岡県経営者協会、一般社団法人静岡県商工会議所連合会、

静岡県商工会連合会、静岡県中小企業団体中央会、静岡県中小企業家同友会、静岡県社

会保険労務士会、日本労働組合総連合会静岡県連合会、公益社団法人静岡県労働基準協

会連合会になります。（敬称略） 

 

②労働局長によるベストプラクティス企業への職場訪問を実施します 

労働局長が長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている県内の「ベストプラク

ティス企業」を訪問し、その取組事例をホームページなどを通じて紹介します。 

 

③重点的な監督指導を実施します 

長時間労働が行われていると考えられる事業場等に対して重点的な監督指導を実施

します。 

 

④過重労働相談受付集中週間を設定します 

11月１日（火）から11月５日（土）（11月３日（木）を除く）を過重労働相談受付集中

期間とし、11 月１日、２日、４日は労働局及び労働基準監督署において、過重労働に係る

相談と労働基準関係法令違反が疑われる事業場の情報を積極的に受け付けます。また、労働

条件相談ほっとラインでも、平日 17：00～22：00、土日祝日 9：00～21：00 に相談をお受

けします。 

 

 ⑤特別労働相談を実施します 

   11月５日（土）に下記相談窓口にて電話による特別労働相談を実施します。 

《過重労働解消相談ダイヤル》 

電話番号：０１２０－７９４
なくしましょう

－７１３
長 い 残 業

（フリーダイヤル） 

実施日時：令和４年11月５日（土）９：00～17：00 

※労働基準監督官が相談に対応します。 

 

《労働条件相談ほっとライン【委託事業】》 

      電話番号：０１２０－８
は

１
い

１
！

－６１０
ろ う ど う

（フリーダイヤル） 

実施日時：令和４年11月５日（土）９：00～21：00 

 

⑥過重労働解消のためのセミナーを開催します 

企業における自主的な過重労働防止対策を推進することを目的として、10 月から 12

月を中心に、オンラインによる「過重労働解消のためのセミナー」（委託事業）を開催

します（無料でどなたでも視聴できます。）。 

 

[専用ホームページ]  https://kajyu-kaisyou-zenkiren.com/ 

 

 

https://kajyu-kaisyou-zenkiren.com/


 



新しい時代の新しい働き方、みんなで一緒に考えてみませんか。

しごとより、

いのち。

厚生労働省ホームページ ▶ https://www.mhlw.go.jp/

詳しい情報や相談窓口はこちら

厚労省  過労死防止 検索

毎年11月は「過労死等防止啓発月間」です。



◎労働条件や健康管理に関する相談窓口等一覧

労働条件等に関するご相談は・・・

ハラスメントに関するご相談は・・・

職場における健康管理やメンタルヘルス対策に関するご相談は・・・

お近くの都道府県労働局労働基準部監督課、労働基準監督署、

総合労働相談コーナーにご相談ください。（開庁時間  平日8：30～17：15）

●労働条件相談ほっとライン（電話相談） ●確かめよう労働条件（ポータルサイト）

労働条件に関することについて無料で相談に応じています。 

日本語の他、13言語に対応しています。（2022/4/1現在）

平日／17：00～22：00　土・日・祝日／9：00～21：00（12/29～1/3を除く）

労働条件や労働管理に関するQ&Aを、労働者や

そのご家族向け、事業主や人事労務担当者向け

にその内容を分けて掲載しています。

https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/

chihou/kaiketu/soudan.html

パワーハラスメントについての相談はこちら。 土曜・日曜の相談やメール・SNSでの

相談にも無料で応じています。

ハラスメント対策に役立つ情報の

提供を行っています。

●総合労働相談コーナーのご案内

https://www.mhlw.go.jp/content/

000177581.pdf

セクシュアルハラスメントなどの相談はこちら。

●都道府県労働局雇用環境・均等部（室）一覧

●ハラスメント悩み相談室

●あかるい職場応援団（ポータルサイト）

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

https://harasu-soudan.mhlw.go.jp/

0120-565-455

0120-811-610

●こころの耳電話相談

メンタルヘルス不調や過重労働による健康障害に

関することについて無料で相談に応じています。

月・火／17：00～22：00　土・日／10：00～16：00（祝日及び年末年始を除く）

●こころの耳

https://kokoro.mhlw.go.jp/

（ポータルサイト）

◎過労死の防止のための活動を行う民間団体の相談窓口

過労死等防止対策推進全国センター

http://karoshi-boushi.net/

全国過労死を考える家族の会

http://karoshi-kazoku.net/

過労死弁護団全国連絡会議
（過労死110番全国ネットワーク）

http://karoshi.jp/

“Labour Standards Advice Hotline” Foreign language support is also available.

メール相談

SNS相談

こころの不調や不安に悩む働く方や職場のメ

ンタルヘルス対策に取り組む事業者の方などの

支援や、役立つ情報の提供を行っています。

月・火 17：00～22：00／土・日 10：00～16：00
（祝日及び年末年始を除く）

24時間受付　

過労死等防止対策推進シンポジウム

お問い合わせ先
専用フリーダイヤル

11月を中心に、全国47都道府県、48か所で開催しています。
参加
無料 0570-070-072（月～金 9:00～17:30）
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■精神障害に係る労災認定件数の推移

■全体

■うち自殺（未遂を含む）

注）労災認定件数は、当該年度内に「業務上」と

　 認定した件数で、当該年度以前に請求があったものを含む
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■脳・心臓疾患に係る労災認定件数の推移

■全体

■うち死亡

注）労災認定件数は、当該年度内に「業務上」と

　 認定した件数で、当該年度以前に請求があったものを含む
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※資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査」
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■週労働時間40時間以上の雇用者のうち、
　週労働時間60時間以上の雇用者の割合の推移

※資料出所：総務省「労働力調査」  ※資料は非農林業雇用者数により作成。
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■ 年次有給休暇の取得率の推移

■ 時間外・休日労働時間と健康障害リスクの関係

時間外・休日労働時間

月100時間超または

2～6か月平均で月80時間を超えると
高

長くなるほど

月45時間以内

徐々に高まる

低

健康障害のリスク

業
務
に
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け
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過
重
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負
荷
に
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脳
・
心
臓
疾
患
や

業
務
に
お
け
る
強
い
心
理
的
負
荷
に
よ
る
精
神
障
害
を

原
因
と
す
る
死
亡
や
こ
れ
ら
の
疾
患
の
こ
と
で
す
。

﹇
過
労
死
等
の
定
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管
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臓
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精
神
障
害

　

長
期
間
に
わ
た
る
特
に
過
重
な
労
働
は
、
著
し
い
疲
労
の
蓄
積

を
も
た
ら
す
最
も
重
要
な
要
因
と
考
え
ら
れ
、
さ
ら
に
は
脳
・
心
臓

疾
患
の
発
症
に
影
響
を
及
ぼ
す
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
脳
・
心
臓

疾
患
に
係
る
労
災
認
定
基
準
に
お
い
て
は
、
週
40
時
間
を
超
え
る

時
間
外
・
休
日
労
働
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お
む
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月
45
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長
く
な
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ほ
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、
業
務
と
発
症
と
の
関
連
性
が
徐
々
に
強
ま
り
、
発
症
前
1
か

月
間
に
お
お
む
ね
1
0
0
時
間
又
は
発
症
前
２
か
月
間
な
い
し

6
か
月
間
に
わ
た
っ
て
1
か
月
当
た
り
お
お
む
ね
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時
間
を
超
え

る
時
間
外
・
休
日
労
働
が
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
業
務
と
発
症
と
の

関
連
性
が
強
い
と
評
価
で
き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
業
務
に
お
け
る
強
い
心
理
的
負
荷
に
よ
る
精
神
障
害
で
、

正
常
な
認
識
、
行
為
選
択
能
力
や
自
殺
行
為
を
思
い
と
ど
ま
る
精

神
的
抑
制
力
が
著
し
く
阻
害
さ
れ
、
自
殺
に
至
る
場
合
が
あ
る
と

さ
れ
て
い
ま
す
。
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と
過
労
死
等
﹈

《 注意 》
①上の図は、労災補償に係る脳・心臓疾患の労災認定基準の考え方の基礎となった医学的検討

　結果を踏まえたものです。

②業務の過重性は、労働時間のみによって評価されるものではなく、就労態様の諸要因も含め

　て総合的に評価されるべきものです。

③「時間外・休日労働時間」とは、休憩時間を除き1週間当たり40時間を超えて労働させた場合に

　おけるその超えた時間のことです。

④2～6か月平均でおおむね月80時間を超える時間外・休日労働時間とは、過去2か月間、

　3か月間、4か月間、5か月間、6か月間のいずれかの月平均の時間外・休日労働時間が、

　おおむね80時間を超えるという意味です。
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過
労
死
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の
原
因
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一
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で
あ
る
長
時
間
労
働
を
削
減
し
、
仕

事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
を
図
る
と
と
も

に
、
労
働
者
の
健
康
管
理
に
係
る
措
置
を
徹
底
し
、
良
好
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職
場
環

境
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職
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風
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形
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の
上
、
労
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の
心
理
的
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と
な
っ
て
い
ま
す
。

﹇
過
労
死
等
防
止
に
関
連
す
る
国
の
目
標
﹈

過労死をゼロとすることを目指し、以下の目標を設定しています。

◎週労働時間40時間以上の雇用者のうち、週労働時間60時間以上の雇用者の割合を5％以下（2025年まで）

◎勤務間インターバル制度について、労働者数30人以上の企業のうち、

　（1）制度を知らなかった企業割合を5％未満（2025年まで）

　（2）制度を導入している企業割合を15％以上（2025年まで）

　特に、勤務間インターバル制度の導入率が低い中小企業への導入に向けた取組を推進する。

◎年次有給休暇の取得率を70％以上（2025年まで）

◎メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以上（2022年まで）

◎仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合

　を90％以上（2022年まで）

◎ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を60％以上（2022年まで）

過労死等防止のための対策に関する大綱の数値目標 （R3.7月変更）

国の目標
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使
用
者
が
法
定
労
働
時
間
（
原
則
、
1
日
8
時
間
、
週
40
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間
）
を

超
え
て
時
間
外
労
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さ
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場
合
、
ま
た
は
休
日
労
働
を
さ
せ

る
場
合
に
は
、
労
働
基
準
法
36
条
に
基
づ
き
、36
協
定
を
過
半
数
労

働
組
合
（
無
い
場
合
に
は
過
半
数
代
表
者
）
と
締
結
し
、労
働
基
準

監
督
署
に
届
け
出
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
労
働
者

に
対
し
て
、
労
働
基
準
法
を
周
知
す
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、
36
協
定

が
適
切
に
結
ば
れ
る
よ
う
過
半
数
代
表
者
（
過
半
数
代
表
者
に
選

出
さ
れ
う
る
労
働
者
）
に
対
し
て
も
、
周
知
等
を
行
う
こ
と
が
重
要

で
す
。
ま
た
、
届
け
出
ら
れ
た
協
定
は
見
や
す
い
場
所
へ
掲
示
す
る

な
ど
の
方
法
に
よ
り
、
労
働
者
に
周
知
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

使
用
者
は
労
働
基
準
法
及
び
労
働
安
全
衛
生
法
に
よ
り
、
労
働

者
の
労
働
時
間
を
適
切
に
管
理
し
、
労
働
時
間
の
状
況
を
適
正
に

把
握
す
る
責
務
が
あ
り
ま
す
。
現
状
で
は
割
増
賃
金
の
未
払
い
や

過
重
な
長
時
間
労
働
と
い
っ
た
問
題
な
ど
、
使
用
者
が
労
働
時
間

を
適
切
に
管
理
で
き
て
い
な
い
ケ
ー
ス
も
見
ら
れ
ま
す
。

「
労
働
時
間
適
正
把
握
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
で

 

詳
し
く
解
説
し
て
い
ま
す
。

週
労
働
時
間
40
時
間
以
上
の
雇
用
者
の
う
ち
、週
労
働
時
間
60
時

間
以
上
の
雇
用
者
の
割
合
を
５
％
以
下
と
す
る（
２
０
２
５
年
ま
で
）

関
連
す
る
国
の
目
標

　

働
き
方
改
革
関
連
法
に
よ
り
、時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
が
、大
企
業
に
は

2
0
1
9
年
4
月
か
ら
、
中
小
企
業
に
は
2
0
2
0
年
4
月
か
ら
適
用
さ
れ

ま
し
た
。

　

時
間
外
労
働
の
上
限
は
、原
則
と
し
て
、月
45
時
間
、年
3
6
0
時
間
と
し
、

臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
な
け
れ
ば
こ
れ
を
超
え
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、長
時
間
労
働
を
削
減
す
る
た
め
に
は
、労
働
時
間
等
設
定
改
善
指
針

に
規
定
さ
れ
た
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
の
導
入
等
、
各
取
組
を
行
う
こ

と
が
効
果
的
で
す
。

働
き
す
ぎ
に
よ
る
健
康
障
害
を

防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
こ
と
は
？

　

過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
の
防
止
の
た
め
に
、
時
間
外
・
休
日

労
働
時
間
の
削
減
、
労
働
者
の
健
康
管
理
に
係
る
措
置
の
徹
底
を

図
り
ま
し
ょ
う
。
労
働
者
の
必
要
な
睡
眠
時
間
を
確
保
し
、
生
活
習

慣
病
の
予
防
な
ど
の
健
康
づ
く
り
に
取
り
組
む
こ
と
も
重
要
で

す
。
ま
た
、
裁
量
労
働
制
対
象
労
働
者
、
高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ

ル
制
度
対
象
労
働
者
や
管
理
・
監
督
者
に
つ
い
て
も
、
事
業
主
に
健

康
確
保
の
責
務
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
労
働
安
全
衛
生
法
に
基
づ
き
、

医
師
に
よ
る
面
接
指
導
等
の
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　

労
働
者
も
睡
眠
時
間
の
確
保
や
健
康
管
理
な
ど
を
意
識
し
ま

し
ょ
う
。

事
業
主
は
労
働
者
の
健
康
づ
く
り
に
向
け

積
極
的
に
支
援
す
る
こ
と
、

労
働
者
は
自
ら
の
健
康
管
理
に
努
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

﹇
睡
眠
時
間
の
確
保
お
よ
び
健
康
づ
く
り
を
﹈

　

若
年
労
働
者
、
高
年
齢
労
働
者
、
障
害
者
で
あ
る
労
働
者

な
ど
に
つ
い
て
は
、
心
身
と
も
に
充
実
し
た
状
態
で
意
欲

と
能
力
が
発
揮
で
き
る
よ
う
、
事
業
主
は
、
各
々
の
特
性
に

応
じ
た
過
重
労
働
防
止
の
た
め
の
配
慮
を
行
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
入
社
間
も
な
い
若
年
労
働
者
が
長
時
間
に
及

ぶ
時
間
外
労
働
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
、

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
働
き
方
の
促
進

や
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
の
発
生
防
止
の
た
め
の
対
策

な
ど
を
講
じ
ま
し
ょ
う
。

﹇
若
年
労
働
者
な
ど
に
も
配
慮
し
た
対
策
を
﹈

事
業
主
の
取
組

労
働
者
の
取
組

事
業
主
の
取
組

高年齢労働者への取り組みは「高年齢労働者の

安全衛生対策について」で詳しく解説しています。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_

roudou/roudoukijun/anzen/newpage_00007.html
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2
0
1
9
年
4
月
か
ら
、全
て
の
企
業
に
お
い
て
、法
定
の
年
休
付
与

日
数
が
10
日
以
上
の
全
て
の
労
働
者
に
対
し
て
、
年
休
の
日
数
の
う

ち
年
5
日
に
つ
い
て
は
、
使
用
者
が
時
季
を
指
定
し
て
取
得
さ
せ
る

こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

働
き
方
は
ど
の
よ
う
に

見
直
せ
ば
よ
い
で
す
か
？

﹇
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た

  

働
き
方
が
で
き
る
職
場
環
境
を
﹈

　

過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
に
は
、
単
に
法
令
を
遵
守
す
る
だ
け

で
は
な
く
、
こ
れ
ま
で
の
働
き
方
を
改
め
、
仕
事
と
生
活
の
調
和

（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
の
と
れ
た
働
き
方
が
で
き
る
職

場
環
境
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
長
時
間
労
働
や
休

日
出
勤
、
休
暇
が
取
得
で
き
な
い
状
態
が
続
く
と
、
労
働
者
の
仕

事
へ
の
意
欲
や
効
率
の
低
下
だ
け
で
な
く
、
健
康
状
態
や
精
神
状

態
の
悪
化
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。
仕
事
に
や
り
が
い
・
充
実
感
を

得
な
が
ら
責
任
を
果
た
す
た
め
に
は
、
適
切
な
労
働
時
間
で
効
率

的
に
働
き
、
し
っ
か
り
休
暇
を
取
得
で
き
る
職
場
環
境
・
業
務
体

制
の
構
築
が
不
可
欠
で
す
。

事
業
主
は
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た

働
き
方
が
で
き
る
職
場
環
境
づ
く
り
を
推
進
し
ま
し
ょ
う
。

使
用
者
と
労
働
者
で
話
し
合
っ
て

計
画
的
な
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
な
ど
に
取
り
組
み
ま
し
ょ
う
。

関
連
す
る
国
の
目
標

年
次
有
給
休
暇
の
取
得
率
を
70
％
以
上
と
す
る
（
２
０
２
５
年
ま
で
）

　

年
次
有
給
休
暇
（
年
休
）
は
、
法
律
で
定
め
ら
れ
た
、
労
働
者
に
与
え

ら
れ
た
権
利
で
す
。
労
働
基
準
法
に
お
い
て
①
6
か
月
間
の
継
続
勤
務 

②
全
労
働
日
の
8
割
以
上
の
出
勤
の
条
件
を
満
た
し
た
労
働
者（
パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
も
同
様
）
は
、
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
労
使
で
話
し

合
っ
て
、年
休
の
計
画
的
な
取
得
を
推
進
し
ま
し
ょ
う
。

事
業
主
の
取
組

労
働
者
の
取
組

事
業
主
の
取
組

労
働
者
の
取
組

2
0
1
9
年
4
月
か
ら
、
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
の
導
入
が

事
業
主
の
努
力
義
務
に
な
り
ま
し
た
。

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
と
は
？

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
は
、
終
業
時
刻
か
ら

翌
日
の
始
業
時
刻
ま
で
の
間
に
一
定
時
間
以
上
の

休
息
時
間
を
設
け
る
制
度
で
、
働
く
人
の

生
活
時
間
や
睡
眠
時
間
を
確
保
し
、健
康
な
生
活
を

送
る
た
め
有
効
な
も
の
で
す
。労
使
で
話
し
合
い
、

制
度
の
導
入
に
努
め
ま
し
ょ
う
。

従業員の健康の維持・
向上につながります。

従業員の定着や
確保が期待できます。

勤務間インターバル制度を導入することによって、事業主、従業員双方に以下のようなメリットが期待されます。

生産性の向上に
つながるります。

関
連
す
る
国
の
目
標

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
に
つ
い
て
、
労
働
者
数
30
人
以
上
の

企
業
の
う
ち
、

　 
制
度
を
知
ら
な
か
っ
た
企
業
割
合
を
5
％
未
満
に
、

　

制
度
を
導
入
し
て
い
る
企
業
割
合
を
1５
％
以
上
と
す
る（
２
０
２
５
年
ま
で
）

（1）（2）
制
度
を
導
入
す
る
中
小
企
業
へ
の
助
成
金
が
あ
り
ま
す
。

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
の
導
入
・
運
用
す
る
際
の

ポ
イ
ン
ト
等
を
と
り
ま
と
め
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
、導
入
事

例
が
あ
り
ま
す
。

勤務間インターバル制度導入がもたらすメリット

導入・運用マニュアル、導入事例を紹介

しています。
https://work-holiday.mhlw.go.jp/interval/

働き方改革推進支援助成金

（勤務間インターバル導入コース）について
https://www.mhlw.go.jp/stf/

seisakunitsuite/bunya/0000150891.html

インターバル時間が短くなるにつ

れてストレス反応が高くなるほか、

起床時疲労感が残ることが研究結

果から明らかになっています。十分

なインターバル時間の確保が、従

業員の健康の維持・向上につなが

ります。

労働力人口が減少するなか、人材

の確保・定着は、重要な経営課題に

なっています。十分なインターバル

時間の確保により、ワーク・ライ

フ・バランスの充実を図ることは、

職場環境の改善等の魅力ある職場

づくりの実現につながり、人材の確

保・定着、さらには、離職者の減少

も期待されます。

十分なインターバル時間の確保は、

仕事に集中する時間とプライベー

トに集中する時間のメリハリをつ

けることができるようになります。

このため、仕事への集中度が高ま

り、製品・サービスの品質水準が向

上するのみならず、生産性の向上に

も期待できます。

メリット1 メリット2 メリット3
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心
の
健
康
を
保
つ
た
め
に

取
り
組
む
べ
き
こ
と
は
？

　

仕
事
や
職
業
生
活
に
関
す
る
こ
と
で
強
い
不
安
、
悩
み
、
ス
ト
レ

ス
を
感
じ
て
い
る
労
働
者
の
割
合
は
、
依
然
と
し
て
5
割
を
超
え

て
い
ま
す
。
心
の
健
康
を
保
つ
た
め
に
は
労
働
者
自
身
が
ス
ト
レ

ス
に
気
づ
き
、
こ
れ
に
対
処
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
等
の
場
合
、
職
場
の
上
司
・
同
僚

が
不
調
の
サ
イ
ン
に
気
づ
き
、
必
要
に
応
じ
て
専
門
家
等
に
つ
な

げ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

そ
の
た
め
に
は
、
事
業
主
が
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
の
た
め
の

体
制
づ
く
り
や
労
働
者
等
へ
の
教
育
・
情
報
提
供
を
計
画
的
に
実

施
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

毎
年
1
回
労
働
者
を
対
象
に
ス
ト
レ
ス
の
程
度
に
つ
い
て
検
査

（
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
）を
実
施
し
、
高
ス
ト
レ
ス
者
で
必
要
な
者

に
対
し
て
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
す
（
労

働
者
数
50
人
未
満
の
事
業
場
は
努
力
義
務
）
。

　

労
働
者
は
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
結
果
に
よ
り
、
自
身
の
ス
ト

レ
ス
状
況
に
気
づ
き
、
セ
ル
フ
ケ
ア
に
努
め
ま
し
ょ
う
。　

「ストレスチェック実施プログラム（無料）」

https://stresscheck.mhlw.go.jp/

ストレスチェックの企業向けの相談窓口

「ストレスチェック制度サポートダイヤル」

0570-031050（平日10時～17時 土・日・祝日、12月29日～1月3日を除く）

事
業
主
は
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
積
極
的
に
推
進
し
、

労
働
者
は
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
に
よ
り
、
自
身
の
ス
ト
レ
ス
の

状
況
に
気
づ
き
、
セ
ル
フ
ケ
ア
に
努
め
ま
し
ょ
う
。

﹇
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施
を
﹈

﹇
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
が
重
要
﹈

関
連
す
る
国
の
目
標

● 

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
事
業
場
の
割
合

　

を
80
％
以
上
と
す
る
（
２
０
２
２
年
ま
で
）

● 
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
結
果
を
集
団
分
析
し
、そ
の
結
果
を
活
用

　

し
た
事
業
場
の
割
合
を
60
％
以
上
と
す
る
（
２
０
２
２
年
ま
で
） 

事
業
主
の
取
組

労
働
者
の
取
組

ハラスメント対策について厚生労働省HPで詳しく解説しています。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/

koyoukintou/seisaku06/index.html

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

ハラスメント対策の総合情報サイト「あかるい職場応援団」も

ご活用ください。

ハラスメントの内容・ハラスメントを行ってはならな
い旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発すること

ハラスメントの行為者を厳正に対処する旨の方針・
対処の内容を就業規則等の文書に規定し、労働者に
周知・啓発すること

①

②

● 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること

相談窓口対応者が、内容や状況に応じ適切に対応で
きるようにすること

③

④

● 相談（苦情を含む）に応じ、
　 適切に対応するために必要な体制の整備

事実関係を迅速かつ正確に確認すること

事実関係の確認ができた場合には、速やかに被害者
に対する配慮のための措置を適正に行うこと

事実関係の確認ができた場合には、行為者に対する
措置を適正に行うこと

再発防止に向けた取組を講ずること

⑤

⑥

⑦

⑧

● 職場におけるハラスメントへの事後の
　 迅速かつ適切な対応

相談者・行為者等のプライバシーを保護するために
必要な措置を講じ、労働者に周知すること

事業主に相談したこと等を理由として、解雇その他
不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周
知・啓発すること

⑨

⑩

● 併せて講ずべき措置

業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者そ
の他の労働者の実情に応じた必要な措置の実施

⑪

● 職場における妊娠・出産・育児休業等に
　 関するハラスメントの原因や背景となる
　 要因を解消するための措置

職場におけるハラスメントを
防止するために講ずべき措置

※事業主は、これらの措置を必ず講じる必要があります。

事
業
主
は
、
予
防
か
ら
再
発
防
止
に
至
る
ま
で
の
一
連
の
防
止
対
策
に

取
り
組
み
、
職
場
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
を
防
止
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

労
働
者
と
そ
の
周
囲
の
方
は
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
気
づ
い
た
ら

相
談
窓
口
へ
連
絡
し
ま
し
ょ
う
。

2
0
2
2
年
4
月
か
ら
、職
場
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対
策
が

中
小
企
業
を
含
む
全
て
の
企
業
の
義
務
と
な
り
ま
し
た
。

職
場
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の

防
止
に
向
け
て
取
り
組
む
べ
き
こ
と
は
？

事
業
主
の
取
組

労
働
者
の
取
組
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労
働
者
が
過
労
死
等
の
危
険
を
感
じ
た
場
合
に

備
え
て
取
り
組
む
べ
き
対
策
は
？

▼
相
談
窓
口
は
、
P

13
・
P

14
へ

労
働
者
は
自
身
の
不
調
に
気
が
つ
い
た
ら
、

早
め
に
周
囲
の
人
や
医
師
な
ど
の
専
門
家
に
相
談
し
ま
し
ょ
う
。

事
業
主
は
労
働
者
が
相
談
に
行
き
や
す
い
環
境
づ
く
り
が
必
要
で
す
。

上
司
・
同
僚
等
も
労
働
者
の
不
調
の
兆
候
に
気
づ
き
、

産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
に
つ
な
ぐ
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

﹇
相
談
し
や
す
い
環
境
の
整
備
を
﹈

　

現
在
、国
や
民
間
団
体
に
よ
り
相
談
窓
口
が
多
く
設
置
さ
れ
て
い

ま
す
。事
業
主
は
、
事
業
場
に
お
い
て
相
談
体
制
を
整
備
す
る
ほ
か
、

こ
う
し
た
窓
口
の
周
知
を
行
い
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、
職
場
に
お
い
て

労
使
双
方
が
過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
の
対
策
の
重
要
性
を
認
識

し
、
労
働
者
が
過
重
労
働
や
心
理
的
負
荷
に
よ
る
自
ら
の
身
体
面
、

精
神
面
の
不
調
に
気
づ
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
く
と
と

も
に
、
上
司
、
同
僚
も
労
働
者
の
不
調
の
兆
候
に
気
づ
き
、
産
業
保

健
ス
タ
ッ
フ
等
に
つ
な
ぐ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
く
こ
と

が
重
要
で
す
。

　

さ
ら
に
、
職
場
以
外
に
お
い
て
は
、
家
族
・
友
人
等
も
過
労
死
等

の
防
止
の
た
め
の
対
策
の
重
要
性
を
認
識
し
、過
重
労
働
に
よ
る
労

働
者
の
不
調
に
気
づ
き
、相
談
に
行
く
こ
と
を
勧
め
る
な
ど
適
切
に

対
処
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。労
働
者
も
自
身
の
不

調
に
気
が
つ
い
た
ら
、た
め
ら
わ
ず
に
周
囲
の
人
や
専
門
家
に
相
談

す
る
こ
と
を
心
が
け
ま
し
ょ
う
。

関
連
す
る
国
の
目
標

仕
事
上
の
不
安
、
悩
み
又
は
ス
ト
レ
ス
に
つ
い
て
、
職
場
に

事
業
場
外
資
源
を
含
め
た
相
談
先
が
あ
る
労
働
者
の
割
合

を
90
％
以
上
と
す
る
（
２
０
２
２
年
ま
で
）

事
業
主
の
取
組

労
働
者
の
取
組

事
業
主
の
取
組

労
働
者
の
取
組

新
し
い
働
き
方
を
導
入
す
る
場
合
は

ど
の
よ
う
に
対
応
す
べ
き
？

テ
レ
ワ
ー
ク
な
ど
の
新
し
い
働
き
方
の
導
入
に
あ
た
っ
て
は
、

企
業
も
労
働
者
も
安
心
し
て
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る

環
境
を
整
備
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

﹇
テ
レ
ワ
ー
ク
﹈

　

テ
レ
ワ
ー
ク
は
、
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
・

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
の
「
新
た
な
日
常
」

「
新
し
い
生
活
様
式
」
に
対
応
し
た
働

き
方
で
あ
り
、
業
務
効
率
化
に
よ
る

時
間
外
労
働
の
削
減
や
生
産
性
の
向

上
に
資
す
る
等
、
労
使
と
も
に
メ

リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。

　

一
方
で
、「
仕
事
と
生
活
の
時
間
の

区
別
が
曖
昧
と
な
り
、
労
働
者
の
生

活
時
間
帯
の
確
保
に
支
障
が
生
じ

る
」「
顔
を
合
わ
せ
る
機
会
が
減
り
、

心
身
の
不
調
に
気
づ
き
に
く
い
」
等

の
理
由
に
よ
る
健
康
障
害
の
恐
れ

や
、
テ
レ
ワ
ー
ク
時
の
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
の
発
生
に
つ
い
て
留
意
す
る
必
要

﹇
副
業
・
兼
業
﹈

　

労
働
者
が
自
身
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

や
収
入
面
の
安
定
の
手
段
と
し
て
副

業
・
兼
業
を
行
う
こ
と
は
、
企
業
に

と
っ
て
も
優
秀
な
人
材
の
獲
得
・
流

出
防
止
等
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま

す
。

　

副
業
・
兼
業
を
進
め
る
上
で
は
、
長

時
間
労
働
に
よ
っ
て
労
働
者
の
健
康

が
阻
害
さ
れ
な
い
よ
う
、
長
時
間
労

働
を
防
止
す
る
こ
と
や
健
康
確
保
を

図
る
こ
と
が
重
要
で
す
。労
使
コ
ミ
ュ

が
あ
り
ま
す
。

　

労
使
双
方
で
十
分
に
話
し
合
い
、

良
質
な
テ
レ
ワ
ー
ク
環
境
の
整
備
に

努
め
ま
し
ょ
う
。

﹇
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
﹈

　

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
に
つ
い
て
は
、多
様

な
働
き
方
の
拡
大
等
に
よ
り
、社
会
保

障
の
支
え
手
・
働
き
手
の
増
加
な
ど
に

貢
献
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
と
し
て
働
く
方
々

が
安
心
し
て
働
く
こ
と
が
で
き
る
よ

う
、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
と
し
て
働
く

方
々
、
ま
た
、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
と
取
引

を
行
う
事
業
者
双
方
に
お
い
て
、「
フ

リ
ー
ラ
ン
ス
と
し
て
安
心
し
て
働
け

る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
」
も
活
用
し
、
思
い
や
り
の
あ

る
取
引
に
努
め
ま
し
ょ
う
。

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
り
、
必
要
な
措

置
を
講
じ
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

テレワークの適切な導入

及び実施の推進のための

ガイドライン

【事業者用】テレワークを行う労働者の

安全衛生を確保するためのチェックリスト

フリーランスとして安心

して働ける環境を整備

するためのガイドライン 

【労働者用】自宅等においてテレワークを行う

際の作業環境を確認するためのチェックリスト

副業・兼業の促進に

関するガイドライン
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労働者の疲労蓄積度自己診断チェックリスト

1.最近1か月間の自覚症状について、

　各質問に対し最も当てはまる項目の□に　を付けてください。

1. イライラする 

2. 不安だ 

3. 落ち着かない 

4. ゆううつだ 

5. よく眠れない 

6．体の調子が悪い 

7. 物事に集中できない 

8. することに間違いが多い 

9. 仕事中、強い眠気に襲われる 

10. やる気が出ない 

11. へとへとだ（運動後を除く）

12. 朝、起きた時、ぐったりした疲れを感じる 

13. 以前とくらべて、疲れやすい 

□ ほとんどない（０）

□ ほとんどない（０）

□ ほとんどない（０）

□ ほとんどない（０） 

□ ほとんどない（０） 

□ ほとんどない（０） 

□ ほとんどない（０） 

□ ほとんどない（０）

□ ほとんどない（０） 

□ ほとんどない（０） 

□ ほとんどない（０） 

□ ほとんどない（０）

□ ほとんどない（０） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ 時々ある（１） 

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

□ よくある（３）

【自覚症状の評価】 各々の答えの（ 　）内の数字を全て加算してください。 合計　　　　　　点

Ⅰ 0～4点 5～10点 11～20点 21点以上Ⅱ Ⅲ Ⅳ

このチェックリストは、

労働者の仕事による疲労蓄積を、

自覚症状と勤務の状況から判定するものです。

疲労が蓄積すると心身の健康状態の低下を招き、健康障害を引き起こすことがあります。

下記のチェックリストを活用して、あなたの仕事による疲労蓄積度を把握し、改善に役立ててください。

総合判定

疲労蓄積予防のための対策

※1：深夜勤務の頻度や時間数などから総合的に判断して下さい。深夜勤務は、深夜時間帯（午後10時－午前5時）の一部または全部を含む勤務を言います。

※2：肉体的作業や寒冷・暑熱作業などの身体的な面での負担

【勤務の状況の評価】 各々の答えの（  ）内の数字を全て加算してください。

1.2の結果を次の表を用い、自覚症状、勤務の状況の評価から、
あなたの仕事による負担度の点数（０～７）を求めてください。

A 0点 1～2点 3～5点 6点以上B C D

【仕事による負担度点数表】

点（０～７）

※ 糖尿病や高血圧症等の疾病がある方の場合は判定が正しく行われない可能性があります。

　あなたの仕事による負担度はいかがでしたか？本チェックリストでは、健康障害防止の視点から、これまでの医学
研究の結果などに基づいて、仕事による負担度が判定できます。負担度の点数が2～7の人は、疲労が蓄積されている
可能性があり、チェックリストの2.に掲載されている“勤務の状況”の項目（点数が1または3である項目）の改善が必
要です。個人の裁量で改善可能な項目については自分でそれらの項目の改善を行ってください。
　個人の裁量で改善不可能な項目については、上司や産業医等に相談して、勤務の状況を改善するように努力して
ください。
　なお、仕事以外のライフスタイルに原因があって自覚症状が多い場合も見受けられますので、睡眠や休養などを
見直すことも大切なことです。疲労を蓄積させないためには、負担を減らし、一方で睡眠・休養をしっかり取る必要
があります。

1. １か月の時間外労働 

2. 不規則な勤務（予定の変更、突然の仕事）

3. 出張に伴う負担（頻度・拘束時間・時差など）

4. 深夜勤務に伴う負担（※1）

5. 休憩・仮眠の時間数及び施設 

6. 仕事についての精神的負担 

7. 仕事についての身体的負担（※2） 

□ 多い （１）

□ 多い （１） 

□ 大きい （１） 

□ 大きい （１）

□ 不適切である（１） 

□ 大きい （１）

□ 大きい （１）

□ 非常に多い（３）

□ 非常に大きい（３）

□ 非常に大きい（３）

□ 非常に大きい（３）

□ ない又は適当（０）

□ 少ない （０）

□ ない又は小さい（０）

□ ない又は小さい（０）

□ 適切である（０）

□ 小さい （０）

□ 小さい （０）

合計　　　　　　点

低いと考えられる

やや高いと考えられる

高いと考えられる

非常に高いと考えられる

仕事による負担度点　数勤務の状況

判
　
定

自
覚
症
状

0～1

2～3

4～5

6～7

A

0

0

0

1

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

B

0

1

2

3

C

2

3

4

5

D

4

5

6

7

あなたの仕事による負担度の点数は

記入年月日　　　　 年　　　月 　　　日

2.最近1か月間の勤務の状況について、

　各質問に対し最も当てはまる項目の□に　を付けてください。
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労働条件等に関するご相談は・・・

お近くの都道府県労働局労働基準部監督課、労働基準監督署、

総合労働相談コーナーにご相談ください。（開庁時間  平日8：30～17：15）

●確かめよう労働条件（ポータルサイト）

●労働条件相談ほっとライン（電話相談）

https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/

労働条件や労働管理に関するQ&Aを、労働者やそのご家族向け、

事業主や人事労務担当者向けにその内容を分けて掲載しています。

●働き方・休み方改善ポータルサイト

https://work-holiday.mhlw.go.jp/

企業や社員が「働き方」や「休み方」を自己診断することで、

自らの「働き方」や「休み方」を「見える化」し、改善のヒントを見つけられるサイトです。

労働条件に関することについて無料で相談に応じています。 日本語の他、13言語に対応しています。（2022/4/1現在）

0120-811-610　平日 17：00～22：00／土・日・祝日 9：00～21：00（12/29～1/3を除く）

●ハラスメント悩み相談室

職場におけるハラスメントについて無料で相談に応じています。

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaiketu/soudan.html

パワーハラスメントについての相談はこちら。

ハラスメントに関するご相談は・・・

●総合労働相談コーナーのご案内

https://www.mhlw.go.jp/content/000177581.pdf

セクシュアルハラスメントなどの相談はこちら。

●都道府県労働局雇用環境・均等部（室）一覧

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

ハラスメント対策に役立つ情報の提供を行っています。

●あかるい職場応援団（ポータルサイト）

◎労働条件や健康管理に関する相談窓口等一覧

●産業保健総合支援センター

https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/578/Default.aspx

全国で、事業者、産業保健スタッフ（産業医、衛生管理者など）に向けた、健康管理や

メンタルヘルス対策のための個別訪問支援や専門的な相談などの対応を無料で行っています。

また、産業保健スタッフへの研修や、事業者・労働者向けの啓発セミナーを開催しています。

●こころの耳（ポータルサイト）

https://kokoro.mhlw.go.jp/

こころの不調や不安に悩む働く方や職場のメンタルヘルス対策に取り組む事業者の方などの

支援や、役立つ情報の提供を行っています。

●こころの耳電話相談、こころの耳メール相談、こころの耳SNS相談

メンタルヘルス不調や過重労働による健康障害に関することについて無料で相談に応じています。

職場における健康管理やメンタルヘルス対策に関するご相談は・・・

働き方・休み方の見直しに関する取組支援を希望する場合は・・・

●働き方・休み方改善コンサルタント

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

労働時間、休暇・休日などに関するご相談に対し、電話のほか、個別訪問により、改善に向けた

アドバイスを無料で行っています。

お近くの都道府県労働局雇用環境・均等部（室）にお問い合わせください。

●過労死等防止対策推進全国センター

http://karoshi-boushi.net/

●全国過労死を考える家族の会

http://karoshi-kazoku.net/

●過労死弁護団全国連絡会議（過労死110番全国ネットワーク）

http://karoshi.jp/

◎過労死の防止のための活動を行う民間団体の相談窓口

●厚生労働省 過労死等防止対策

◎国による過労死等防止のための取り組み

0120-714-864　平日 17:00～22:00／土・日 10:00～17:00 （祝日及び年末年始（12/29～1/3を除く））

0120-714-864　平日 12:00～21:00／土・日 10:00～17:00 （祝日及び年末年始（12/29～1/3を除く））

https://harasu-soudan.mhlw.go.jp/

“Labour Standards Advice Hotline” Foreign language support is also available.

電話相談

メール相談

SNS相談 月・火 17：00～22：00／土・日 10：00～16：00（祝日及び年末年始を除く）

24時間受付　

0120-565-455 月・火 17：00～22：00／土・日 10：00～16：00（祝日及び年末年始を除く）



過労死等防止対策推進シンポジウム 検索

2022年
11月1日（火）
静岡市民文化会館
大会議室
(静岡市葵区駿府町2番90号）

13：30～16：30(受付13：00～）

主催：厚生労働省　　後援：静岡県
協力：過労死等防止対策推進全国センター、全国過労死を考える家族の会、過労死弁護団全国連絡会議
 静岡県過労死・労働弁護団

新型コロナウイルス感染症の予防対策を行い実施いたします。今後の感染状況により、参加者数を制限するなど、規模を縮小して実施する場合があります。
参加には、事前申込みが必要です。感染症拡大の状況により、開催方法が変更になる場合がございます。最新の情報はホームページにてご確認ください。

日時
講演①

講演②会場

毎年11月は「過労死等防止啓発月間」です。

過労死等
防止対策推進
シンポジウム
近年、働き過ぎやパワーハラスメント等の労働問題によって
多くの方の尊い命や心身の健康が損なわれ深刻な社会問題となっています。
本シンポジウムでは有識者や過労死で亡くなられた方のご遺族にも
ご登壇をいただき、過労死等の現状や課題、防止対策について探ります。

過労死をゼロにし、健康で充実して働き続けることのできる社会へ

参加
無料
事前申込

「職場におけるメンタルヘルス不調者の
　復職支援の取組みについて～産業医の立場から～」
「職場におけるメンタルヘルス不調者の
　復職支援の取組みについて～産業医の立場から～」
独立行政法人 労働者健康安全機構 静岡産業保健総合支援センター相談員・
アールエイチ産業医事務所代表・産業医・労働衛生コンサルタント

足立 留美子 氏

「職場復帰支援(リワーク支援)の実際について」「職場復帰支援(リワーク支援)の実際について」
独立行政法人 高齢･障害･求職者雇用支援機構 静岡支部　
静岡障害者職業センター　主任障害者職業カウンセラー

浅井 孝一郎 氏

スマートフォンで
二次元バーコードを
読み込んで下さい。

静岡 場会



静岡市民文化会館

JR静岡駅
地下道
松坂屋国道1号線

水落交番

至
東
京

静岡県総合
福祉会館

静岡市中央
体育館

新静岡センター
新静岡駅

市民文化会館
入口バス停

静岡市役所

静岡中央
警察署 駿府

公園

安倍川もち

静岡
県庁

［講演 ①］
「職場におけるメンタルヘルス不調者の復職支援の取組みについて～産業医の立場から～」
 足立 留美子 氏
 （独立行政法人 労働者健康安全機構 静岡産業保健総合支援センター相談員・アールエイチ産業医事務所代表・産業医・労働衛生コンサルタント）

［講演 ②］
「職場復帰支援（リワーク支援）の実際について」
 浅井 孝一郎 氏 （独立行政法人 高齢･障害･求職者雇用支援機構 静岡支部 静岡障害者職業センター 主任障害者職業カウンセラー）
［パネルディスカッション］
 ●コーディネーター　小笠原 里夏 氏（弁護士）　　　●パネリスト　足立 留美子 氏・ 浅井 孝一郎 氏

［発表・過労死遺族の声］　尾崎 正典 氏（静岡過労死を考える家族の会）

静岡市民文化会館  大会議室
（静岡市葵区駿府町2番90号）
・ 静岡駅から徒歩20分または静岡駅1～3番乗場からバス10分
  「市民文化会館入口」下車徒歩1分

連 絡 先

企業・団体名

●次の該当する□に✔をお願いいたします。
□ 経営者　　□ 会社員　　□ 公務員　　□ 団体職員　　□ 教職員　　□ 医療関係者　　□ 弁護士
□ 社会保険労務士　  □ パート・アルバイト　　□ 学生　　□ 過労死等の当事者・家族　　
□ その他 ［　　　    　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　    　　］

ふりがな

ふりがな

ふりがな

ふりがな

お 名 前

「個人情報の取扱いについて」・ご記入いただいた事項は、過労死等防止対策推進シンポジウムの申込受付業務を目的として使用します。ただし、新型コロナウイルス感染症の感染疑いが生じた場合に、保健所への
情報提供に限り使用します。 ・他の目的ではご本人の同意なく第三者に提供をいたしません。  ・委託運営株式会社プロセスユニークの「個人情報保護方針（https://www.p-unique.co.jp/hp/privacy.html）」に
従い適切な保護措置を講じ、厳重に管理いたします。

過労死等防止対策推進シンポジウム ［参加申込書］

●Webからの申し込み： https://www.p-unique.co.jp/karoushiboushisympo

5名以上のお申込みは、
別紙（様式自由）にて
FAXしてください。

●以下の参加申込書に必要事項を記載の上、FAXをお願いいたします。 FAX番号 052-915-1523

過労死等防止対策推進シンポジウム 検索

●下記の「個人情報の取扱いについて」に同意の上、ご記入ください。

●FAX：●TEL：
●E-mail：

▶新型コロナウイルス感染症の影響により事前申し込みをお願いします。
　尚、定員になり次第締め切りとさせていただきますのでご了承ください。
▶申し込みはWebまたは FAXでお願いします。
▶参加証を発行いたします。当日、受付までお持ちください。
▶定員超過の場合は、電話またはメールでご連絡いたします。
▶連絡先のTEL か E-mail のどちらかは必ずご記入ください。

参加申込について

会場のご案内

プログラム
静 岡 会場

スマートフォンで二次元バーコードを
読み込んで下さい。

（お問い合わせ先）  電話：　　0570－070－072  E-mail：karoushiboushisympo@p-unique.co.jp  株式会社プロセスユニーク











大企業・親事業者による
長時間労働の削減等の取組が、
下請等中小事業者に対する
適正なコスト負担を伴わない短納期発注、
急な仕様変更などの「しわ寄せ」を
生じさせている場合があります。
大企業等と下請等中小事業者は共存共栄！
適正なコスト負担を伴わない
短納期発注や急な仕様変更などはやめましょう！

11月は
「しわ寄せ」防止
キャンペーン
月間です。

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

しわ寄せ防止
特設サイト
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「しわ寄せ」防止

https://work-holiday.mhlw.go.jp/shiwayoseboushi/

しわ寄せ防止特設サイト



大企業等と下請等中小事業者は共存共栄！

（R4.10）

適正なコスト負担を伴わない短納期発注や
急な仕様変更などはやめましょう！

　厚生労働省が所管する「労働時間等設定改善法（平成4年法律第90号）」に基づき、事業主の皆様は、他
の事業主との取引において、長時間労働につながる短納期発注や発注内容の頻繁な変更を行わないよう配
慮する必要があります。長期間にわたる特に過重な労働は、過労死等の発症に影響を及ぼすおそれがあると
言われており、取引先の労働者の健康障害防止のためにも必要です。
　他の事業主との取引を行うに当たって、次のような取組が行われるよう、社内に周知・徹底を図りましょう。

　経済産業省・中小企業庁が所管する「下請中小企業振興法（昭和45年法律第145号）」に基づ
く「振興基準」には、親事業者と下請事業者の望ましい取引関係が定められています。

●やむを得ず短納期発注や急な仕様変更などを行う場合には、残業代等の適正なコストは親
事業者が負担すること。
●親事業者は、下請事業者の「働き方改革」を阻害する不利益となるような取引や要請は行わないこと。

　親事業者は、取引対価の見直し要請があった場合には、人手不足や最低賃金の引き上げなど
による労務費の上昇について、その影響を反映するよう協議すること。

●親事業者は、継続的な取引を行う下請事業者に対して、安定的な生産が行えるよう長期発注
計画を提示し、発注の安定化に努めること。
●発注内容を変更するときは、不当なやり直しが生じないよう十分に配慮すること。

① 週末発注・週初納入、終業後発注・翌朝納入等の短納期発注を抑制し、
　 納期の適正化を図ること。
② 発注内容の頻繁な変更を抑制すること。
③ 発注の平準化、発注内容の明確化その他の発注方法の改善を図ること。

③ 対価には、労務費が上昇した影響を反映しましょう!

① 親事業者も下請事業者も共に「働き方改革」に取り組みましょう！

例えば…●無理な短納期発注への納期遅れを理由とした受領拒否や減額
　　　　●親事業者自らの人手不足や長時間労働削減による検収体制不備に起因した受領拒否や支払遅延
　　　　●過度に短納期となる時間指定配送、過剰な賞味期限対応や欠品対応に起因する短いリードタイム、
　　　　　適正なコスト負担を伴わない多頻度小口配送
　　　　●納期や工期の過度な年度末集中

② 発注内容は明確にしましょう!

■労働時間等設定改善法については、都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）にご相談ください。

11月は「過労死等防止啓発月間」です。
同月間に「過重労働解消キャンペーン」も実施します。
過重労働解消相談ダイヤル　令和４年11月5日（土）9:00～17:00　　　０１２０-７９４-７１３
※11月5日以外でも、各労働基準監督署、労働条件相談ほっとライン（　　 0120-811-610）で相談できます。

■中小企業の取引上の悩み相談は、下請かけこみ寺 　　 0120-418-618 にご相談ください。
　（受付時間）9:00 ～ 12:00 ／ 13:00 ～ 17:00（土日・祝日・年末年始を除く）携帯電話・PHSからもご利用いただけます。
　お近くの「下請かけこみ寺」につながります。

11月5日（土）には「過重労働解消相談ダイヤル」を設置し、都道府県労働局の担当官による特別労働相談を実施します。
過重労働解消
キャンペーン



下請中小企業振興法に基づく「振興基準」については中小企業庁に、
下請法については中小企業庁又は公正取引委員会にお問い合わせください。

中小企業の取引上の悩み相談は「下請かけこみ寺」にご相談ください。
中小企業の取引上の悩み相談をお受けします。

お近くの「下請かけこみ寺」につながります。

相談無料 全国
48か所

匿名相談
可能秘密厳守

0120-418-618
労働時間等設定改善法については都道府県労働局雇用環境・均等部（室）までお問い合わせください。

（R2.9）
（「しわ寄せ」防止特設サイト）

公正取引委員会 事務総局
経済取引局 取引部 企業取引課
〒100-8987 千代田区霞が関 1-1-1 中央合同庁舎第 6号館Ｂ棟
TEL 03（3581）3375（直） FAX 03（3581）1800
https://www.jftc.go.jp
( 管轄区域 : 茨城県 , 栃木県 , 群馬県 , 埼玉県 ,
千葉県 , 東京都 , 神奈川県 , 新潟県 , 山梨県 , 長野県 )

中小企業庁
事業環境部 取引課
〒100-8912 千代田区霞が関 1－3－1
TEL 03（3501）1732（直） FAX 03（3501）1504
https://www.chusho.meti.go.jp

北海道経済産業局 産業部中小企業課
〒060-0808 札幌市北区北 8条西 2丁目 1-1 札幌第 1合同庁舎
TEL 011（700）2251（直） FAX 011（728）4364
( 管轄区域 : 北海道 )

東北経済産業局 産業部中小企業課
〒980-8403 仙台市青葉区本町 3-3-1 仙台合同庁舎 B棟
TEL 022（221）4922（直） FAX 022（215）9463
( 管轄区域 : 青森県 , 岩手県 , 宮城県 , 秋田県 , 山形県 , 福島県 )

関東経済産業局 産業部適正取引推進課
〒330-9715 さいたま市中央区新都心 1-1
さいたま新都心合同庁舎第 1号館
TEL 048（600）0325（直） FAX 048（601）1500
( 管轄区域 : 茨城県 , 栃木県 , 群馬県 , 埼玉県 , 千葉県 ,
東京都 , 神奈川県 , 新潟県 , 山梨県 , 長野県 , 静岡県 )

中部経済産業局 産業部中小企業課 取引適正化推進室
〒450-0003 名古屋市中村区名駅南 4-1-22
TEL 052（589）0170（直） FAX 052（589）0173
( 管轄区域 : 富山県 , 石川県 , 岐阜県 , 愛知県 , 三重県 )

近畿経済産業局 産業部中小企業課 下請取引適正化推進室
〒540-8535 大阪市中央区大手前 1-5-44 大阪合同庁舎第 1号館
TEL 06（6966）6037（直） FAX 06（6966）6079
( 管轄区域 : 福井県 , 滋賀県 , 京都府 , 大阪府 , 兵庫県 , 奈良県 , 和歌山県 )

中国経済産業局 産業局中小企業課 取引適正化推進室
〒730-8531 広島市中区上八丁堀 6-30 広島合同庁舎第 2号館
TEL 082（224）5745（直） FAX 082（205）5339
( 管轄区域 : 鳥取県 , 島根県 , 岡山県 , 広島県 , 山口県 )

四国経済産業局 産業部中小企業課
〒760-8512 高松市サンポート 3-33 高松サンポート合同庁舎北館
TEL 087（883）6423（直） FAX 087（811）8558
( 管轄区域 : 徳島県 , 香川県 , 愛媛県 , 高知県 )

九州経済産業局 産業部中小企業課 取引適正化推進室
〒812-8546 福岡市博多区博多駅東 2-11-1 福岡合同庁舎
TEL 092（482）5450（直） FAX 092（482）5551
( 管轄区域 : 福岡県 , 佐賀県 , 長崎県 , 熊本県 , 大分県 , 宮崎県 , 鹿児島県 )

沖縄総合事務局 経済産業部中小企業課
〒900-0006 沖縄市おもろまち 2-1-1 
那覇第 2地方合同庁舎 2号館
TEL 098（866）1755（直） FAX 098（860）3710
( 管轄区域 : 沖縄県 )

北海道事務所 下請課
〒060-0042 札幌市中央区大通西 12 札幌第 3合同庁舎
TEL 011（231）6300（代） FAX 011（261）1719
( 管轄区域 : 北海道 )

東北事務所 下請課
〒980-0014 仙台市青葉区本町 3-2-23 仙台第 2合同庁舎
TEL 022（225）8420（直） FAX 022（261）3548
( 管轄区域 : 青森県 , 岩手県 , 宮城県 , 秋田県 , 山形県 , 福島県 )

中部事務所 下請課
〒460-0001 名古屋市中区三の丸 2-5-1 名古屋合同庁舎第 2号館
TEL 052（961）9424（直） FAX 052（971）5003
( 管轄区域 : 富山県 , 石川県 , 岐阜県 , 静岡県 , 愛知県 , 三重県 )

近畿中国四国事務所 下請課
〒540-0008 大阪市中央区大手前 4-1-76 大阪合同庁舎第 4号館
TEL 06（6941）2176（直） FAX 06（6973）7214
( 管轄区域 : 福井県 , 滋賀県 , 京都府 , 大阪府 , 兵庫県 , 奈良県 , 和歌山県 )

近畿中国四国事務所 中国支所 下請課
〒730-0012 広島市中区上八丁堀 6-30 広島合同庁舎第 4号館
TEL 082（228）1501（代） FAX 082（223）3123
( 管轄区域 : 鳥取県 , 島根県 , 岡山県 , 広島県 , 山口県 )

近畿中国四国事務所 四国支所 下請課
〒760-0019 高松市サンポート 3-33 高松サンポート合同庁舎南館
TEL 087（811）1758（直） FAX 087（811）1761
( 管轄区域 : 徳島県 , 香川県 , 愛媛県 , 高知県 )

九州事務所 下請課
〒812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-10-7 福岡第 2合同庁舎別館
TEL 092（431）6032（直） FAX 092（474）5465
( 管轄区域 : 福岡県 , 佐賀県 , 長崎県 , 熊本県 , 大分県 , 宮崎県 , 鹿児島県 )

沖縄総合事務局 総務部公正取引室
〒900-0006 沖縄市おもろまち 2-1-1
那覇第 2地方合同庁舎 2号館
TEL 098（866）0049（直） FAX 098（860）1110
( 管轄区域 : 沖縄県 )

　労働時間等設定改善法では、他の事業主との取引において、長時間労働につながる短納期発注や発注
内容の頻繁な変更を行わないよう配慮する必要があることが定められています。
　また、下請中小企業振興法に基づく「振興基準」には、親事業者と下請事業者の望ましい取引関係が定め
られています。
　さらに、下請法（下請代金支払遅延等防止法）では、親事業者が行ってはならない行為が定められており、
違反行為に対して、公正取引委員会及び中小企業庁は厳しく取締を行っています。

働き方改革に伴う
下請等中小事業者への「しわ寄せ」は、
下請法で定める禁止行為に
該当する可能性があります！

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、
下請等中小事業者に対する適正なコスト負担を伴わない短納期発注、
急な仕様変更などの「しわ寄せ」を生じさせている場合があります。

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署



以下は、実際に公正取引委員会及び
中小企業庁が指導等を行った事例です。
このような働き方改革を阻害する
不当な行為をしないよう注意しましょう。

　親事業者が、自社の物流センターにおいて自社
の各店舗向け商品の仕分け作業を外部委
託することとしたことに伴い、当該委託料に
充てる目的で、下請代金の額に一定率を乗
じて得た額を下請代金の額から差し引いて
いたため、勧告を行った。
　親事業者は、下請事業者に対し、減額した金額を

支払った。

減額01
［公正取引委員会］

　親事業者が、下請事業者に対し、見積時点で予定していた納期を短縮したために、下請事業者が
休日出勤して納品することになったにもかかわらず、下請代金の見直しをせずに一方的に当初
の見積価格により下請代金の額を定めていたため、指導を行った。
　親事業者は、社員に対し、下請法が禁止する買いたたきについて説明と指導を行った。

　親事業者が、注文書に納期を「最短」と記載し
て発注したにもかかわらず、短納期発注によ
り生じた人件費等の増加を考慮せず、通常
支払われる対価より低い単価で下請代金の
額を定めていたため、指導を行った。
　親事業者は、下請事業者と十分に協議した上で単

価を決定するなど、価格決定方法の改善を行った。

買いたたき02

　親事業者が、自社の店舗における商品の陳列等を行わせるため、下請事業者に対して従業員
等を派遣するように要請して無償で当該作業を行わせ、休日勤務や残業での対応を余儀なくさ
せていたため、勧告を行った。
　親事業者は、下請事業者に対し、無償で提供させた役務のために要した費用相当額を支払った。

　親事業者が、自社が所有する金型を下請事
業者に無償で貸与しているが、一部の金型
に関しては、量産期間が終了し長期間にわ
たり発注実績がないにもかかわらず、無償
で下請事業者に保管させていたため、指導
を行った。

　親事業者は、当該設備の貸与・保管等の必要性や

適正な管理方法について、下請事業者等と十分に協

議の上、保管期間、費用負担、保管費用の見直しあ

るいは廃棄等の取引条件などの改善を行った。

不当な経済上の利益提供要請　03

　親事業者が、発注数量を急きょ増やし、下請事業者の従業員に長時間労働をさせていたため、
指導を行った。

　親事業者は、社内通達を行い発注内容の変更について改善を行った。

　親事業者が、顧客から数量変更の要請を受
けたことから、下請事業者への発注後に、
下請事業者の責に帰すべき理由がないに
もかかわらず発注数量を減少させたため、指
導を行った。

　親事業者は、下請事業者に対して不当な給付内

容の変更を行わないよう改善を行った。

不当な給付内容の変更・やり直し04

○食料品等製造販売業者に対する勧告事例

○自動車部品等製造業者に対する指導事例

○生産用機械器具製造業者に対する指導事例

○日用品等小売業者に対する勧告事例

○金属製品製造業者に対する指導事例

○食料品卸売業者に対する指導事例

○印刷・同関連業者に対する指導事例

［公正取引委員会］

［中小企業庁］

［公正取引委員会］

［中小企業庁］

［公正取引委員会］

［中小企業庁］

減額 ...

不要な
業務負担 ...

急な発注
変更 ...

特急料金
未払い ...

発注者 受注者

発注者 受注者

発注者 受注者

発注者 受注者


	枠の色_s.pdfから挿入したしおり
	karoshi_leaflet_裏_0826のコピー
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